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２Ｒ（リデュース・リユース）の必要性 
 （ごみを減らす） （繰り返し使う） 

②ごみ減量とごみ処理施設 

①環境への負担 

３つの負担 

③受益者負担の公平化 

資料3 
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①-1環境への負担 

出典：環境省日本の廃棄物処理の歴史と現状 
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パリ協定 
京都議定書に代わる新しい地球温暖化対策の国際ルール。産業革命前からの気温
上昇を２度より低く抑えることが目標。すべての国が削減目標を作り、目標達成義務
はないが達成に向けた国内対策を取る必要がある（ １６年１１月に発効） 

主要７カ国（Ｇ７）環境相会合（Ｈ28.5） 
海洋ごみ（プラスチックごみ及びマイクロプラスチック）と食品廃棄の削減で声明 

①-2環境への負担 

「ゼロ・ウエイスト宣言」など、市民と行政が持続可能な社会の形
成を目指し、長期的な展望を持って「ごみゼロ」や「ごみ減量」を
推進する自治体が増えている。 
★ 徳島県上勝町（2003年9月）・・・ 「2020年までに焼却・埋立に頼らないごみゼロ社会の実

現」 ○ごみは各自が「ごみステーション」に排出（焼却場・収集車はなし） ○４５分別 ○リサイクル率 ７９．５％
（平成27年度）  

★ 熊本県水俣市（2009年11月）・・・ 「2026年までにごみ処理を焼却や埋立に頼らないまちづ 
 くり」  ○生ごみの収集・堆肥化 ○リサイクル率 ３７％（平成27年度）  ○２０分別  



4 

新しい処分場を建設するのは難しい 
⇒舞鶴市内に処分場に適した場所がない 
⇒周辺住民の理解と協力が必要 
⇒建設には莫大な時間と費用を要する 

このままの量を出し続けると 
15年毎に処分場が必要になる 

②-1ごみ減量とごみ処理施設 

一般廃棄物最終処分 
（大波上地区） 

平成22年3月供用開始 

滝ヶ下埋立処理場 
（喜多地区） 

昭和55年5月供用開始 
平成22年3月廃棄物受入れ終了 

埋立終了後も維持管理が必要 
 ⇒埋立終了後も周辺環境に影響を及ぼすことが無く 
   なるまで維持管理が必要。 

跡地利用が困難 
 ⇒さまざまな制約があり普通の土地のようには扱えない 
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清掃事務所（①Ｈ5～、②Ｓ53～） 

約２８億円 

リサイクルプラザ（Ｈ１０～）  
約３０億円 

最終処分場（Ｈ２２～）  
約１７億円 

建設費用 今後の施設整備費用 

【処分場建設費】 

約１４億円 

②-2ごみ減量とごみ処理施設 

平成33年度 
までに 

○施設を造った後も修繕や改修のための費用が必要 
○近年は技術革新による高機能化・高費用化傾向 

★施設規模が小さいほど費用は安くなる 
★費用だけでなく環境への負担も小さくなる 

大規模改修 
が必要 

今後１０年には 

維持管理費用の他に 



市外からの持ち込みや産業廃棄物の流入などルール違反への対策 
ルール違反 ⇒ 公平化が図れない ⇒ ごみ減量が図れない 
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ごみを減量する人とそうでない人の負担の公平性の確保 

③受益者負担の公平化 

ルールを守っている人に損をさせない取り組みが必要 

①ごみの排出量に応じた負担を求める 
（平成17年度可燃ごみ指定袋制を導入） 

②受益者負担の考え方が機能する 
   ルールの運用や仕組み作り 

約２割の 
ごみ減量
効果 



食品ごみ・生ごみの減量 
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①舞鶴市の生ごみ排出量 

②京都府における食品ロスの取り組み 

③生活系食品ごみの減量 

④事業系食品ごみの状況 

⑤事業系食品ごみの減量 



厨芥類 

（生ごみ） 

27% 

紙類 

35% 

布類 

6% 

ビニール類 

（ポリ袋など） 

13% 

木・竹・わら類 

14% 

不燃物 

（金属・ｶﾞﾗｽ等） 

2% 

その他（細塵） 
3% 

①舞鶴市の生ごみ排出量 
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４割程度 
食品ロス 
（推定） 

近年の可燃ごみに 
含まれる生ごみの割合は 
２３％～３０％で推移 

Ｈ２８年度 
可燃ごみ排出量 
約２３，０００トン 

年間の不燃ごみの
量と同じくらい！？ 



②-1京都府における食品ロスの取り組み 
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平成２８年度から京都府食品ロス削減府民会議が設置 
 （平成２８年７月～平成２９年６月までに５回開催） 

 京都府では、府民や食品関係事業者、行政等が一体となって、食
品ロスの削減に向けた取組を進めるため、京都府食品ロス削減府
民会議が設置され、食品ロス削減のための施策の実施に向けて議
論が始まっている。 

【全   国】 約６００万トン 
（国民１人１日当たり食品ロス量はおおよそ茶碗１杯分のご飯の量に相当） 
世界全体の食糧援助量の約２倍（推計） 

【京都府】 約１３万トン～約１７万トン 
※第２回京都府食品ロス削減府民会議資料より  

【舞鶴市】 約2,000トン～約2,800トン 
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京都府食品ロス削減府民会議における課題と今後の方向性 

第５回京都府食品ロス削減府民会議資料を基に作成 

②-2京都府における食品ロスの取り組み 

分
類

課題 主な発生削減策 今後の方向性

食べきり運動の展開

小盛サービス
持ち帰り（自己責任）
調理ロスの削減

冷蔵庫の在庫管理

計画的な買い物

食べきり

期限表示の理解の浸透

食材を使い切る調理方法の浸透

⑤食品提供企業への信頼性向上のため、フードバン
○クとの協定書締結を促進

○需要予測精度のズレに
○よる売れ残り

⑥京都府の防災備蓄品提供のため、京都府と協定書
○を締結

⑦フードバンク提供企業を募集

⑧社協と連携し、支援が必要な方の要望を把握

１/３ルールの緩和 ⑨１/３ルール緩和協力企業を募集

①店頭・啓発ちらし等による消費者への理解促進
②食材を有効活用する調理研修会の開催
③松本市の３０１０運動、京都市の生ゴミ３キリ運動の
○ようなキャンペーンの実施
④食べ残しを減らす工夫をしている店舗等を「食べ残
○しゼロ推進店舗」として登録

家
庭

○消費期限切れ等による
○直接廃棄
○食べ残し
○調理くず　など

食

品

製

造

業

・

卸

売

業

・

小

売

業

余剰食品の寄付

外
食
産
業

○食べ残し
○調理ロス　など

※製造段階での印字ミス、
商品汚損・商品破損、新商
品や規格変更に合わせて
店頭から撤去された商品な
どの課題に対する方向性
は今後検討されます。 



③-1生活系食品ごみの減量 
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第５回京都府食品ロス削減府民会議資料を基に作成 

生活系食品ロスの発生原因と発生削減策 

■消費期限切れ等に 
   よる直接廃棄 
■食べ残し 
■調理くず  など 

①冷蔵庫の在庫管理 
②計画的な買い物 
③食べキリ 
④期限表示の理解の浸透 
⑤食材を使い切る調理方法の浸透   
                   など 

発生原因 主な発生削減策 



③-2生活系食品ごみの減量 

6 第３回京都府食品ロス削減府民会議資料を基に作成 

京都府食品ロス削減府民会議における検討内容 

課題 パイロット実例等

冷蔵庫の在庫管理アプリ（賞味期限等も同時に管
理）、ホワイトボードの導入
冷蔵庫整理術（背の高いものから奥、用途別エリ
ア分けなど）の啓発
買い物前のホワイトボード、冷蔵庫の写メ
家庭向け３０１０運動（毎月３０日は、冷蔵庫ク
リーンアップデー、毎月１０日は、もったいない
クッキングデー）の展開

週間食事メニューの作成による計画的な買い物

冷蔵庫の適正管理（上記参照）

③ 食べ切り
食べ切り運動が京都府内で浸透し
ていない

京都市が進める「３キリ運動」（使いキリ、食べ
キリ、水キリ）を府内全域に広げる
賞味期限の年月表示化（３箇月越に限る）
行政によるＰＲ
賞味期限と消費期限の違いを小売段階で消費者に
直接ＰＲしつつ、賞味期限の近いものから購入す
るよう呼びかけ　など

賞味期限・消費期限直前の値引き販売等

⑤
食材を使い切る調理方
法の浸透

食材を使い切る調理方法が分から
ない

食材を使い切る調理研修会の開催、調理方法等を
インターネット上で講座開講

④
賞味期限と消費期限の
違いに対する理解が進
んでいない

賞味期限が到来すると食べられな
いと認識

家庭における食品ロス
の発生原因

冷蔵庫の在庫管理が不
適切

共働きの増加、世帯構成の変化な
どにより買いだめ傾向にある

毎日買い物をすることができない
忙しい家庭では、必要以上に食材
を購入することがある

計画的な買い物が困難

①

②



③-3生活系食品ごみの減量 
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舞鶴市の取り組み 

■アイデアブックやごみ減量チラシ、
出前講座での啓発 

■生ごみ処理機購入補助制度 

【生ごみ堆肥化容器購入補助】 
 《補助金額》容器1個につき販売価格の２分の１ 
                          （上限4,000円/個） 
 ※市が指定したコンポスト容器・ＥＭ容器（２個まで） 

【電気式生ごみ処理機購入補助】 
 《補助金額》購入金額の２分の１（上限20,000円） 

電気式 

986基 
（Ｈ17～） 

875基 
（Ｈ16～） 

コンポスト 
ＥＭ容器 



③-4生活系食品ごみの減量 
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京都市の取り組み 生ごみ３キリ運動（平成24年度から） 

「使いキリ」「食べキリ」「水キリ」の３つの「キリ」を合言葉に生ごみを
減量する「生ごみ３キリ運動」を推進中 

京都生ごみスッキリ情報館ホームページ 

★地域学習「しまつのこころ楽考（がっこう）」 
★親子対象３キリクッキング講座の開催 
★生ごみスッキリ情報館などウェブサイトの開設 
★生ごみ３キリソング＆ムービーの配信 
★ごみ減量アイデアコンテスト など 

食品ロス削減啓発リーフレット（京都府ホームページ） 
・実践型食育講演会の開催（平成２９年６月） 

平成２９年度からは京都府でも府内全域
で３キリ運動を展開 

京都府の取り組み 



④-1事業系食品ごみの状況 
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事業系食品ごみの状況について（農林水産省作成資料より） 

★食品廃棄物等の発生量は、平成２６年度で１，９５３万トンとなっており、このうち  
    食品製造業が８２％を占めている 
★可食部の食品廃棄物等の発生量は３３９万ｔとなっており、このうち食品製造業が 
     ４２％、外食産業が３５％を占め大部分となっている。 

出典：農林水産省「食品ロスの削減に向けて」 



④-2事業系食品ごみの状況 
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事業系食品ごみの状況について（農林水産省作成資料より） 

食品産業における食品リサイクルの現状 
★食品廃棄物等の再生利用等実施率は、食品流通の川下に至るほど分別が難しく 
     なることから、食品製造業の再生利用等実施率は高いものの、食品卸売業、食 
     品小売業、外食産業の順に低下している。 

出典：農林水産省「食品ロスの削減に向けて」 



④-3事業系食品ごみの状況 
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事業系食品ごみの状況について（農林水産省作成資料より） 

外食産業における食品リサイクルの課題 
★外食産業において食品リサイクルが進んでいない理由は、①分別が難しい、②処理費が増加す 
     るため、③広域に広がる店舗からの食品廃棄物の回収が困難となっている。 
★また、店舗で発生する食品廃棄物のうち食べ残しの割合は、居酒屋・ＤＲ（ディナーレストラン）が 
     高い傾向となっている。 

出典：農林水産省「食品ロスの削減に向けて」 



⑤-1事業系食品ごみの減量 

12 第１回京都府食品ロス削減府民会議資料より作成 

・

・

・

・

・商品汚損の削減

・余剰食品の寄付等 ・商品破損の削減　など

・小売量販売

・ばら売り　など

・食べ切り運動の展開

・小盛サービス

・持ち帰り（自己責任）

・調理ロスの削減　など

期限設定情報（食品分析センター試験結果など）の開示　など

食
品
ロ
ス
の
主
な
削
減
策

・1/3（2/3残し）
ルールの緩和

値引き等
による売
り切り食品小売業

印字ミスの削減等

分　類 主　な　発　生　削　減　策

事業系

食品製造業

需要予測制
度の向上

食品卸売業

外食産業

賞味期限設定の見直し

賞味期限の年月日表示から年月表示への変更

・製造段階での印字ミス

・規格外品の発生

・製造過多　　など

・商品汚損

・商品破損　など

食品小売業
・新商品販売や規格変更に合わせて店頭から撤
去された食品（定番カット食品）など

・食べ残し

・調理ロス　　など

食
品
ロ
ス
の
主
な
発
生
原
因

商習慣
賞味期限まで
の1/3ルール
（2/3残し）

需要予測の
ズレによる
売れ残り

食品製造業

食品卸売業

分　類 発　生　原　因

外食産業

事業系



⑤-2事業系食品ごみの減量 
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「食べ残しゼロ推進店舗」認定制度（平成26年12月から） 

京都府でも平成２９年７月から
「食べ残しゼロ推進店舗」を募集 

京都市 

京都府 

「生ごみ３キリ運動」を推進している飲食店や宿泊施設を食べ
残しゼロ推進店舗として認定する制度 

認定店舗数 
５１８店舗 

（平成２９年４月現在） 

認定店舗数 
５施設 

（平成29年10月現在） 

認定条件：①食材を使い切る②食べ残しを出さない工夫③宴会、冠婚葬祭での食事等における工夫④食べ残
しの持ち帰りができる工夫⑤ごみ排出時の水キリ等の工夫⑥使い捨て商品の使用を抑える工夫⑦食べ残しゼ
ロに向けた啓発活動⑧上記以外の食べ残しを減らすための工夫 のうち２項目以上を実践 



⑤-3事業系食品ごみの減量 
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「３０１０運動」効果検証調査の結果 京都市 
調査期間：平成２９年１月 
店舗：４店舗（「居酒屋」「注文し放題居酒屋」「おばんざい食堂」「高級中華レストラン」） 
調査内容：宴会開始から３０分間と、終了前の１０分間に、残さず食べようの声かけの取り組み 
       を実施した場合と声かけの取り組みをしなかった場合での食べ残し量の比較 

第60回京都市廃棄物減量等推進審議会資料より 

店舗名 取組有無
１人当たり食
べ残し量（ｇ）

備考

取組あり 18.4
取組なし 15.7
取組あり 1.5
取組なし 41.9 サンプル２件の平均
取組あり 5.3
取組なし 28.0
取組あり 0.0
取組なし 9.7

居酒屋

注文し放題居酒屋

おばんざい屋

高級中華レストラン

調査対象
宴会（回）

参加人数（人） 食べ残し総量（ｇ）
平均１人当たり
食べ残し量（ｇ）

取組あり 4 59 417 7.1

取組なし 5 107 3,315 31.0


